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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社および連結子会社（以下「クリタグループ」といい、当社単体の場合は「当社」といいます）は、「”水”を究め、自然と人間が調和した豊かな環

境を創造する」という企業理念のもと、水と環境の分野における事業活動を通じて広く社会に貢献することを目指しています。顧客、取引先、従業

員、株主、地域社会 といったさまざまなステークホルダーの権利や立場を尊重しその期待に応えながら、持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上を図っていきます。このために、クリタグループは透明・公正かつ迅速・果断な意思決定ならびに実効性の高い経営の監督の実現を目的とし

て、コーポレートガバナンスの確立に努めていきます。

＜基本方針＞

（１）株主の権利・平等性の確保

クリタグループは、株主が株主総会議決権等の権利を適切に行使することができる環境の整備に努めるとともに、少数株主や外国人株主を含

む株主の権利の実質的な平等性を確保するために、株主の権利行使に必要な情報を適時、適確に提供します。

（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

クリタグループは、法令遵守および社会倫理に基づいた行動を全ての企業活動の前提とし、サステナビリティをめぐる課題に適切に対応しながら、
取締役会のリーダーシップのもとで顧客、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの適切な協働に努めます。

（３）適切な情報開示と透明性の確保

クリタグループは、監査役会、監査役、および会計監査人が監査を適正に行うことができる環境を整備します。また、会社法および金融商品取

引法等の情報開示に係る関係法令ならびに東京証券取引所の定める適時開示規則に従って情報開示を行うほか、株主・投資家のクリタグルー

プに対する理解促進に有効と思われる財政状態および経営成績等の財務情報ならびに経営戦略および資本効率に関する方針等の情報につい

て積極的かつ公平に開示します。

（４）取締役会および監査役会等の責務

取締役会は、株主に対する受託者責任および説明責任を果たし、企業価値の向上、収益力・資本効率等の改善を図るために、企業戦略の方

向付け、重要な業務執行の決定、経営全般に対する監督、適切なリスクテイクを支える内部統制およびリスク管理等の強化を行います。

監査役および監査役会は、株主に対する受託者責任を果たし、独立した客観的な立場から適切な監査を行い意見を表明します。

（５）株主・投資家との対話

クリタグループは、「株主を尊重した経営」を経営指針の一つとして掲げ、株主・投資家に対し適時・適切に情報提供するとともに株主・投資家と

の建設的な対話に努めます。

なお、当社の「コーポレートガバナンスに関する方針」を当社ホームページに掲載しています。

http://www.kurita.co.jp/aboutus/csr_governance_detail.html

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードのすべての原則を実施します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４． 上場株式の政策保有および議決権行使に関する方針】

１）上場株式の政策保有に関する方針

　当社は、取引関係の強化等の目的のため政策保有株式として上場株式を保有することがあります。また、当社は、政策保有株式について中長

期的な経済合理性や保有先との関係性を検証することにより保有リスクの最小化に努め、取締役会において定期的または適時に保有の適否を

見直します。

２）政策保有株式の議決権行使の方針

　当社は、政策保有株式の議決権の行使にあたっては、保有先の中長期的な企業価値向上および当社の株主価値増大に資するかどうかを総合

的に勘案し、議案ごとに賛否の判断を行い行使します。

【原則１－７． 関連当事者間の取引】

　当社は、関連当事者(注1）と重要な取引(注2)を行う場合、そうした取引がクリタグループや株主共同の利益を害することのないよう、あらかじめ

取締役会において審議し決定します。その付議基準等の細目は取締役会規則において定め、基準について開示するものとします。

注1「関連当事者」とは、次にあげる者をいいます。

　１ 子会社 ２ 関連会社 ３ 当社の議決権の10%以上を保有している株主およびその近親者 ４ 当社の役員およびその近親者 ５ 重要な子会

社の役員およびその近親者 ６ ３から５に掲げる者が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社およびその子会社 ７ 従業員のた

めの企業年金（企業年金と会社の間で掛金の拠出以外の重要な取引を行う場合に限る。） ８ その他「関連当事者の開示に関する会計基準」第



5項（3）に定める者

注2「重要な取引」とは、次にあげるものをいいます。

　１ 連結損益計算書の売上高または売上原価と販売費および一般管理費の合計額の10%を超える取引 ２ 連結損益計算書の営業外収益または

営業外費用の10%を超える損益に係る取引 ３ 連結損益計算書の特別利益または特別損失の10百万円を超える取引 ４ 連結貸借対照表の

総資産の1%を超える取引 ５ 資金貸借取引、有形固定資産や有価証券の購入・売却取引等について、それぞれの残高、取引の発生総額、また

は、期中の平均残高が連結貸借対照表の総資産の1%を超える取引 ６ 事業の譲受または譲渡の場合には、対象となる資産または負債の総額

のいずれか大きい額が、連結貸借対照表の総資産の1%を超える取引 ７ 関連当事者が個人である場合、連結損益計算書項目および連結貸借

対照表項目等のいずれに係る取引についても、10百万円を超える取引 ８ その他「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」第13項か

ら第18項および第20項に定める取引

【原則３－１． 情報開示の充実】

（１）、（２）については、本報告書の「１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」をご参照ください。

（３）取締役・監査役の報酬を決定するにあたっての方針、手続

１）取締役・監査役の報酬の決定方針

　取締役(社外取締役を除く）の報酬体系は、基本報酬としての固定報酬と業績結果を反映するインセンティブ報酬で構成します。監督機能を担う

社外取締役および監査役の報酬体系は、固定報酬とします。固定報酬は、取締役においては役位別に、監査役においては勤務形態別に定めた

額とし、その一部は取締役・監査役が株主と株価変動リスクを共有するために役員持株会に拠出し、当社株式の取得に充当します。インセンティ

ブ報酬は、取締役(社外取締役を除く）に対する継続的な業績向上による企業価値向上へのインセンティブに資するよう、年度事業計画の達成度

や各自の担当職務等に対する評価に応じて増減する短期インセンティブ報酬と、在任期間中の業績および役位に応じて退任時に株式が交付さ

れる長期インセンティブ報酬で構成します。

２）取締役・監査役の報酬を決定するに当たっての手続

　取締役社長は、取締役・監査役の報酬体系・水準および取締役（社外取締役を除く）の業績評価について取締役会に提案する際、あらかじめ指

名・報酬諮問会議に諮問します。取締役会は、指名・報酬諮問会議の答申を踏まえ、株主総会で定めた総額の範囲内で取締役の報酬を決定し

ます。各監査役の報酬は監査役会決議により配分を決定します。

（４）取締役・監査役候補者の指名に関する方針、手続

１）取締役・監査役候補者の指名に関する方針

　取締役会は、当社「コーポレートガバナンスに関する方針」（９）項の「取締役会の規模・構成」に従い、取締役候補者を指名します。また、監査役

候補者については、監査役の人数が３名以上かつそのうちに財務・会計に関する専門性を有する者が１名以上となるように指名します。

２）取締役・監査役候補者の指名に関する手続

　取締役社長は、取締役候補者、代表取締役候補者および役付取締役候補者ならびに監査役候補者について、取締役会に提案する際、あらか

じめ指名・報酬諮問会議に諮問します。取締役社長は、指名・報酬諮問会議の答申を踏まえ、推薦理由を明確にした上で取締役会に取締役候補

者、代表取締役候補者および役付取締役候補者推薦ならびに監査役候補者推薦の議案を付議し、取締役会は、これを審議のうえ候補者を指名

します。監査役候補者議案を取締役会に付議する際には、あらかじめ監査役会の同意を得るものとします。

（５）取締役・監査役候補者の選任理由

　上記（５）の選任理由については、2016年より株主総会招集ご通知にて開示しています。

【補充原則４－１－１． 取締役会が判断・決定する範囲、経営陣幹部に対する委任の範囲】

　取締役会は、取締役会規則に定める経営政策・方針に関する事項、経営計画の戦略・目標・重点施策、重要な投融資および事業譲渡等の重要

な業務執行について決定します。また、重要なものを除く業務執行については、経営陣幹部で構成する経営会議体、または、決裁・審査規程に定

める決裁権限を有する経営陣幹部が、事業計画の達成を目指し、迅速に業務執行を決定します。

【原則４－８． 独立社外取締役の有効な活用に関する方針】

　取締役の人数は３名以上とし、そのうち２名以上を社外取締役で構成し、取締役会の独立性と客観性を確保します。

　取締役および監査役は、独立社外取締役が、その役割責任を十分に果たすことができるよう、取締役会その他個別の会合等の機会を利用し

て、相互に情報交換を行い、業務執行の状況等に関する認識共有を図ります。

　独立社外取締役は、必要に応じて経営企画本部に所属する特定の社員に対して取締役の職務を補助するよう指示することができます。

【原則４－９． 独立社外取締役の役割、責務および独立性判断基準】

　独立社外取締役は、企業理念、企業ビジョン、中期経営計画および単年度事業計画に照らして、クリタグループの経営活動の成果ならびに取

締役および執行役員の業務執行の状況を評価し、クリタグループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図る、との観点から取締役会に

おいて意見を表明するものとします。

　独立社外取締役は、取締役候補者の指名および取締役の報酬その他取締役会の重要な意思決定において、独立した立場および経営を監督

する立場に立って取締役会で意見を表明するものとします。

　独立社外取締役候補者選定における独立性の判断基準は、独立社外取締役候補者本人またはその近親者(注3)が次の各号に該当しないこと

とします。

a. 現在および過去１０年以内の、当社または当社の子会社の業務執行者

b. 現在および過去１年以内に、当社を主要な取引先とする者(注4)またはその業務執行者

c. 現在および過去１年以内の、当社の主要な取引先(注5)またはその業務執行者

d. 現在および過去１年以内の、当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

e. 現在の、当社の主要株主(注6)またはその業務執行者

f. 現在、社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（ただし本人のみ）

g. 現在、当社が寄付を行っている先の業務執行者（ただし本人のみ）

注3「近親者」とは、二親等以内の親族をいいます。

注4「当社を主要な取引先とする者」とは、当社との取引における売上高が当該取引先の売上高の10%以上を占めるものをいいます。



注5「当社の主要な取引先」とは、当該取引先との取引における売上高が当社の連結売上高の2％以上を占めるもの、または当該取引先からの

借入金額が当社連結総資産の1％以上を占めるものをいいます。

注6「当社の主要株主」とは、当該株主の保有する議決権が当社議決権の10％以上を占めるものをいいます。

【補充原則４－１１－１． 取締役会の規模、構成】

１）人材構成

　取締役会は、業務執行に対する実効性の高い監督機能を発揮するため、各事業分野、経営企画、財務・会計、法務、技術等の高い専門性を有

する人材で構成し、取締役会全体で意思決定に必要な知識・経験を補完する体制とします。

２）人員規模

　取締役の人数は３名以上とし、そのうち２名以上を社外取締役で構成し、取締役会の独立性と客観性を確保します。

【補充原則４－１１－２． 取締役および監査役の兼任制限】

　常勤取締役および常勤監査役は、他の上場会社等の取締役または監査役を兼任しないものとします。非常勤の独立社外取締役および独立社

外監査役は、当社を含めて３社を超える上場会社等の取締役または監査役を兼任しないものとします。なお、兼任状況は毎年開示します。

【補充原則４－１１－３． 取締役会の評価に関する方針】

１）目的・評価頻度

　取締役会は、求められる役割や機能をより有効に発揮していくために、取締役会の実効性の分析・評価を毎年実施します。

２）評価項目

　取締役会の実効性の分析・評価は、取締役会の構成、取締役会に対する個々の取締役の貢献度合い等が把握できる適切な評価項目を定め、

多面的な評価を実施します。

３）評価結果の開示

　取締役会の評価結果の概要、今後の課題、施策については、アニュアルレポート等で毎年開示します。

http://ir.kurita.co.jp/wp-content/uploads/PDF/Annual_2016_9.pdf#view=Fit

【補充原則４－１４－２． 取締役、監査役のトレーニングに関する方針】

１）新任取締役および新任監査役へのオリエンテーション

　新任取締役および新任監査役は、期待される役割と責務を果たすため、就任後速やかに所定のオリエンテーションに参加するものとします。

２）取締役および監査役の自己研鑽

　取締役および監査役は、会社の重要な統治機関の一翼を担う者として求められる役割を果たすために、自発的に必要な知識を習得し、継続的

に研鑽を積むものとします。当社は、取締役・監査役に対し、外部セミナー等の情報を提供するとともに、その費用を別途定める範囲で負担しま

す。

３）トレーニングの実施状況の確認

　経営企画本部長は、取締役および監査役のトレーニングの実施状況を毎年取締役会に報告します。

【原則５－１． 株主・投資家との対話および適切な情報開示に関する方針】

１）基本的な姿勢

　クリタグループは、「株主を尊重した経営」との経営指針に基づき会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主・投資

家の意見に積極的に耳を傾け、株主・投資家との建設的な対話を促進するための体制整備と取り組みを継続的に行っていきます。

２）対話を促進するための体制

　株主・投資家との建設的な対話を統括する責任者は経営企画本部長とします。経営企画本部長は、株主・投資家からの対話の要請に対して自
ら対話に臨むとともに、取締役社長その他の経営陣等と株主・投資家との対話の機会を確保し、株主・投資家にとって有益な場をつくるよう努めま
す。

　株主・投資家との対話を補佐する組織として、経営企画本部内にＩＲ・ＳＲの専任部署を設置し、ＩＲ・ＳＲ専任担当者を配置します。また、経営企画
本部長は、社内の重要な情報を把握・集約し適切に管理するため、企画部、経理部およびＣＳＲ・ＩＲ部内の担当者で構成されるＩＲ・ＳＲ連絡会

を設置し、定期的または必要に応じて情報を共有し、その管理にあたるとともに対話に必要となる情報の提供を行います。

３）ＩＲ・ＳＲ活動充実の取り組み

　経営企画本部長は、個別面談以外の対話の手段となるＩＲ・ＳＲ活動を統括し、ＩＲ・ＳＲ専任担当者が各種説明会や情報発信の充実等を企画・実

施し、株主・投資家との対話の充実を図ります。経営企画本部長は、毎年、取締役会においてＩＲ・ＳＲ活動の実績と計画を報告するものとします。

４）株主・投資家の意見の経営層へのフィードバック

　経営企画本部長は、取締役会に対して、対話を通じて把握された株主・投資家の意見や懸念のフィードバックを定期的または必要に応じて行い
ます。また、ＩＲ・ＳＲ専任担当者は、面談の議事録を面談実施後速やかに作成し、取締役、監査役および執行役員が常時閲覧できる環境を提供し
ます。

５）インサイダー情報の管理

　当社は、法が定める内部者取引の未然防止のため、「株式等の内部者取引の規制等に関する規則」を定めており、株主・投資家との対話にお

いてもこの規則の遵守に努めます。また、当社では決算情報の漏えいを防ぎ公平を確保するため、原則として決算期日の翌日から決算発表まで

を沈黙期間として設定し、この期間中は業績に関する質問への回答やコメントを差し控えます。ただし、この沈黙期間中に業績が予想を大きく外

れる見込みが出てきた場合は、情報開示の基準に従い適宜情報開示を行います。

６）株主構造の把握

　当社は、実質的な株主との対話を促進するため、少なくとも年２回、国内外ともに実質株主判明調査を実施し、株主構造の把握に努めます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）



日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,355,300 5.33

日本生命保険相互会社 5,979,883 5.01

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,124,700 3.46

ビーエヌワイエムエスエーエヌブイ　ノン　トリーテイー　アカウント 2,788,900 2.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 2,542,900 2.13

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,175,000 1.82

東京海上日動火災保険株式会社 2,155,826 1.80

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,056,131 1.72

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯ．　（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　ＳＳＤ００ 1,827,674 1.53

ステート　ストリート　バンク　ウェスト　クライアント　トリーティー　５０５２３４ 1,695,635 1.42

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．上記大株主の状況は、2017年3月31日現在の状況を記載しています。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する6,355,300株には当社株式339,800株（取締役に対する業績連動型株式報酬信
託分）が含まれています。

３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループから2017年4月17日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により2017年4月10日現在で
以下の株式を所有している旨の報告を受けていますが、当社として当期末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状
況には含めていません。なお、大量保有報告の内容は以下のとおりです。

　　氏名または名称：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行およびその共同保有者である3社

　　住所 ：東京都千代田区丸の内二丁目７番１号

　　所有株式数　 ：5,860,159株

　　発行済株式総数に対する所有株式数の割合：5.04%

４．ブラックロック・ジャパン株式会社およびその共同保有者である8社から2017年4月21付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により
2017年4月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けていますが、当社として当期末における実質所有株式数の確認ができませんの
で、上記大株主の状況には含めていません。なお、大量保有報告の内容は以下のとおりです。

　　氏名または名称：ブラックロック・ジャパン株式会社およびその共同保有者である8社

　　住所 ：東京都千代田区丸の内一丁目８番３号

　　所有株式数　 ：7,165,702株

　　発行済株式総数に対する所有株式数の割合：6.17%

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中村　清次 他の会社の出身者

森脇　亞人 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中村　清次 ○ ―――

中村清次氏は、当社の事業活動と異なる分野
で活躍した人材であり、同氏の知識および代表
取締役を歴任された経験を当社の経営に反映
させるため、社外取締役として適任であると考
えています。

同氏は株式会社商船三井および商船三井フェ
リー株式会社の元代表取締役ですが、両社は
当社の取引先ではなく、当社との特別な利害
関係はございません。よって、同氏は、一般株
主との利益相反が生じないと判断し、独立役員
に指定しています。



森脇　亞人 ○

森脇亞人氏は、1996年6月に株式会社神
戸製鋼所の取締役となり、その後同社お
よびグループ会社の代表取締役を歴任さ
れましたが、2012年6月に退任していま
す。

なお、神戸製鋼グループは当社グループ
の取引先ですが、その取引額は当社の連
結売上高の0.1％未満であり、「主要な取
引先」には該当しません。

森脇亞人氏は、経営者としての経験とともに、
「もの作り」や「企業改革」への深い造詣を持つ
人材であり、同氏の知識および経験を当社の
経営に反映させるため、社外取締役として適任
であると考えています。

同氏は、株式会社神戸製鋼所およびグループ
会社の代表取締役等に就任していましたが、
2012年6月に退任しています。また、同社グ
ループは当社の主要な取引先ではないことか
ら、一般株主との利益相反が生じないと判断
し、独立役員に指定しています。

指名委員会又は報酬委員会に相当する

任意の委員会の有無
あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問会議 4 0 1 2 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問会議 4 0 1 2 0 1
社外取
締役

補足説明

2015年10月より指名・報酬諮問会議を設置しています。

＜取締役・監査役候補者の指名に関する手続＞

　取締役社長は、取締役候補者、代表取締役候補者および役付取締役候補者ならびに監査役候補者について、取締役会に提案する際、あらかじ
め指名・報酬諮問会議に諮問します。取締役社長は、指名・報酬諮問会議の答申を踏まえ、推薦理由を明確にした上で取締役会に取締役候補
者、代表取締役候補者および役付取締役候補者推薦ならびに監査役候補者推薦の議案を付議し、取締役会は、これを審議のうえ候補者を指名
します。監査役候補者議案を取締役会に付議する際には、あらかじめ監査役会の同意を得るものとします。

　委員の構成は、取締役候補者、代表取締役候補者および役付取締役候補者の指名については、社外取締役2名、常勤社外監査役、社長の4名
が、監査役候補者の指名については、常勤社外監査役、常勤社内監査役、社長、グループ管理本部長、経営企画本部長の5名となります。

＜取締役・監査役の報酬を決定するにあたっての手続＞

　取締役社長は、取締役・監査役の報酬体系・水準および取締役（社外取締役を除く）の業績評価について取締役会に提案する際、あらかじめ指
名・報酬諮問会議に諮問します。取締役会は、指名・報酬諮問会議の答申を踏まえ、株主総会で定めた総額の範囲内で取締役の報酬を決定しま
す。各監査役の報酬は監査役会決議により配分を決定します。

　委員の構成は、社外取締役2名、常勤社外監査役、社長の4名です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は会計監査人の独立性、職務遂行状況の確認を行うとともに、定期的かつ必要に応じて会計監査人と会計監査について協議、意見交

換を行っています。 さらに、監査役は当社の内部監査を担当する監査室の監査計画について協議するとともに、監査結果および財務報告に係る

内部統制の評価やリスク管理等の評価についても、意見交換を実施しています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

小林　賢次郎 他の会社の出身者

宇多　民夫 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小林　賢次郎 ○ ―――

小林賢次郎氏は、当社グループの事業と異な
る分野で活躍してきた人材であり、財務、経営
企画、新事業開発、Ｍ＆Ａ等の高い専門性と豊
富な国際経験を有しています。同氏の専門性、
経験を当社の監査に反映させるため、社外監
査役として適任であると考えています。

同氏は、ジャパン・インダストリアル・ソリュー
ションズ株式会社の取締役でしたが（2016年6
月28日をもって退任）、同氏の過去の職務経歴
も含め当社の取引先ではなく、特別な利害関
係はありません。よって、同氏は、一般株主と
の利益相反が生じないと判断し、独立役員に
指定しています。

宇多　民夫 ○ ―――

宇多民夫氏は、弁護士としての専門的な知見
および経験を当社の監査に反映させるため、
社外監査役として適任であると考えています。
同氏は、弁護士ですが、役員報酬以外に当社
からの報酬はなく、当社との間に特別な利害関
係はありません。よって、同氏は、一般株主と
の利益相反は生じないと判断し、独立役員に
指定しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当社のすべての社外役員は、独立役員の資格を充たしているため、すべて独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当該説明につきましては、下記の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2015年度の取締役および監査役に対する役員報酬は476百万円（取締役報酬397百万円、監査役報酬79百万円）であり、このうち社外役員への
報酬等は69百万円です。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１）取締役・監査役の報酬の決定方針

取締役（社外取締役を除く）の報酬体系は、基本報酬としての固定報酬と業績結果を反映するインセンティブ報酬で構成します。監督機能を担う社
外取締役および監査役の報酬体系は、固定報酬制とします。固定報酬は、取締役においては役位別に、監査役においては勤務形態別に定めた
額とし、その一部は、取締役・監査役が株主と株価変動リスクを共有するために役員持株会に拠出し、当社株式の取得に充当します。インセンティ
ブ報酬は、取締役（社外取締役を除く）に対する継続的な業績向上による企業価値向上へのインセンティブに資するよう、年度事業計画の達成度
や各自の担当職務等に対する評価に応じて増減する短期インセンティブ報酬と、在任期間中の業績および役位に応じて退任時に株式が交付され
る長期インセンティブ報酬で構成します。

２）取締役・監査役の報酬を決定するに当たっての手続

取締役社長は、取締役・監査役の報酬体系・水準および取締役（社外取締役を除く）の業績評価について取締役会に提案する際、あらかじめ指
名・報酬諮問会議に諮問します。取締役会は、指名・報酬諮問会議の答申を踏まえ、株主総会で定めた総額の範囲内で取締役の報酬を決定しま
す。各監査役の報酬は監査役会決議により配分を決定します。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　取締役会の開催の案内、資料の配布および議題に関する事前説明については、取締役会事務局である経営企画本部企画部が実施していま
す。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役会は、取締役11名（うち社外取締役2名）で構成され、当社グループの持続的な成長に資する戦略的な方向付けと業務執行に関する重要
な意思決定を行うとともに、取締役の職務執行および経営全般に対する監督機能を発揮しております。

　取締役会の意思決定を補完する仕組みとして、決裁・審査規程に基づく決裁申請制度を設定し、運用しております。

　また、経営に係わる重要事項を審議し、取締役会の意思決定を支援するため、代表取締役社長、常務以上の取締役、経営企画本部長および代
表取締役社長が指名する取締役・執行役員で構成する経営会議を設置しております。さらに、業務執行力の強化を目的として2005年6月から執行
役員制度を導入し、執行役員11名を選任しております。

　当社は監査役制度を採用しております。監査役会は、監査役3名（うち社外監査役2名）で構成され、各監査役は監査役会で定めた監査方針や
業務分担に基づき監査役監査を実施するとともに、取締役の職務執行を監査しております。加えて、代表取締役社長の直轄組織として監査室を
設置し、内部監査の充実を図っております。法令の定めに基づく会計監査法人として太陽有限責任監査法人を選任し、会計監査の実施および充
実を図っております。

　当社は、2013年6月27日開催の定時株主総会で定款を変更し、社外取締役および社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。
当該規程に基づき、非常勤社外取締役　中村清次、森脇亞人および非常勤社外監査役　宇多民夫の各氏との間で、会社法第427条第1項の規定
に基づく定款の定めにより、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法
第425条第1項に規定する額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は上記のような体制により、業務執行および経営の監督の徹底が図れるものと考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　1999年から定時株主総会の約3週間前に発送しています。また、2016年より招集通知の
発送前インターネット開示を実施しております。

電磁的方法による議決権の行使 　2006年の株主総会から採用しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　2006年の株主総会から、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームに参
加しています。

招集通知（要約）の英文での提供 2013年の株主総会から英文の招集通知（参考書類）を作成しています。

その他 　株主説明会(旧名称：株主懇談会）を2005年の株主総会から開催しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社ＨＰにて情報開示の基本的な考え方および株主との対話に関する方針を
公表しています。

http://ir.kurita.co.jp/corporate_governance/organization/index.html

http://ir.kurita.co.jp/shareholders_information/basic_policy/index.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催 年1回以上実施 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　年2回の決算説明会を実施しています。代表取締役社長が説明し、質疑に対
応しています。また、年2回の決算電話会議を実施しています。経営企画本部
企画部長が説明し、質疑に対応しています。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
　年2回以上の海外ロードショーを主に代表取締役社長が説明者となって実施
しています。

あり

IR資料のホームページ掲載
　決算説明資料および質疑応答要旨を和文・英文にて掲載しているほか、決
算説明プレゼンテーション音声（日本語のみ）を約3ヶ月間配信しています。

また、アニュアル・レポート、ファクトブック、株主通信などを掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置 　経営企画本部 ＣＳＲ・ＩＲ部 ＩＲ・ＳＲ課を設置しています。

その他
　投資家ミーティングは、年間を通じて、IR担当役員である経営企画本部長やＩ
Ｒ担当者が実施しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、経営指針のひとつに「社会倫理に従い法令を遵守し、すべての事業活動の場を
通じて、株主・投資家・顧客・社員・地域社会・取引先と透明で公正な関係を築いていきま
す」を定め、ステークホルダーとの関係の尊重を明示しています。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　クリタグループの環境改善活動は、「“水”を究め、自然と人間が調和した豊かな環境を創
造する」との企業理念に基づき、基本方針を「企業理念に基づく事業活動を行うことにより、
「水と環境」の課題解決に取り組み、広く社会に貢献する。」と定め、企業理念の実現につ
ながる重要な活動と位置付けています。具体的には、以下の3つの活動指針を設け環境改
善活動に取り組んでおり、その実績や活動内容などは「クリタグループ環境報告書」として
取りまとめ、年に１度発行し、社外に開示しています。

http://www.kurita.co.jp/environment/pdf/kurita_csr2016.pdf

＜活動指針＞

１．環境改善に寄与する新商品、新技術の開発に取り組み、持続可能な社会の実現に貢
献する。（技術革新）

２．「生産性向上」、「環境負荷低減」、「創エネルギー」をテーマに商品・技術・サービスの提
供に取り組み、お客様の環境改善を実現する。（お客様ニーズ）

３．日々の事業活動において、業務の改善、工夫を行い、環境負荷を低減する。（社内変
革）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、社会倫理に従い法令を遵守し、すべての事業活動の場を通じて、株主・顧客・社
員・

地域社会・取引先と透明で公正な関係を築いていくことを経営指針のひとつに掲げており
ます。

この経営指針に則り、かつ、社内規程（株式等の内部者取引の規制等に関する規則およ
び機密情報管理規程）に基づき、投資者に対して適時適切な情報開示に努めております。

その他

　当社には現在、役員に就任している女性はおりません。管理職(課長）は2名おります。な
お、当社では専門職制度を導入しており、2名の管理職以外に、部長相当の女性専門職が
1名、課長相当の女性専門職が8名おります。

　女性の積極採用と職域の拡大を進めるとともに、育児と仕事の両立を図れるよう各種制
度を充実させて、働きやすい環境の整備を進めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、2006年5月度の取締役会において会社法に基づき当社および当社グループにおける「内部統制システム構築に関する基本方針」を制
定し、本基本方針に基づき内部統制の強化を図っております。「内部統制システム構築に関する基本方針」につきましては、取締役会決議に基づ
き適宜改定を実施しております。

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

（１）当社および連結子会社（以下、「グループ会社」という）は、経営指針のひとつに「社会倫理に従い法令を遵守し、すべての事業活動の場を通

じて、株主・顧客・社員・地域社会・取引先と透明で公正な関係を築いていきます」を定め、法令遵守および社会倫理に基づいた行動を企業活動

の前提とする。また、本経営指針に基づき、「大切にする５つの価値」および「クリタグループ行動準則」を定め、日々の事業活動において法令遵守
および社会倫理に基づいた行動を実践することを徹底する。さらに当社およびグループ会社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力
に対しては毅然とした態度で臨み、同勢力からの不当な要求には断固として応じないことを徹底する。

（２）当社は、取締役を委員長とするＥ＆Ｓ（Ｅｎｖｉｒｏｍｅｎｔａｌ＆Ｓｏｃｉａｌ）委員会を設置すると同時に、同代表取締役を委員長とし、グループ会社の代
表者を委員とするグループＥ＆Ｓ委員会を設置する。本委員会において、コンプライアンス活動に関する活動方針・重点施策を定め、各本部・事業

本部およびグループ会社の部門委員会を通じて、全社員に展開する。また、活動状況および活動結果を定期的に取締役会に報告し、継続的にレ

ベルアップを図っていく。本委員会委員長は、コンプライアンスに関する重大な問題、疑義が生じたと判断した場合、速やかに代表取締役社長に

報告すると同時に是正措置、再発防止策を立案・実施する。代表取締役社長、もしくは本委員会委員長は、それらの状況について、適宜取締役

会および監査役会に報告する。

（３）代表取締役社長直轄の監査室を設置し、コンプライアンス活動に関する事項を含めた内部監査を実施する。

（４）法令上疑義のある行為等に関して、当社およびグループ会社の社員が直接情報提供を行う仕組みとして、公益通報者保護規程を定め、併

せてコンプライアンス相談室を設置する。また、公益通報窓口の運用状況は定期的に取締役会に報告し、当社およびグループ会社の経営の公

正性、透明性の確保に努める。

（５）当社は、当社およびグループ会社の財務報告を適正に行うため、金融商品取引法に則った「内部統制報告制度」を整備し、運用する。本制度

の運用におけるモニタリング、改善勧告および改善支援は、監査室を責任部署として実施する。

なお、「当社内の業務プロセス統制」、「連結子会社の全社的な視点からの財務報告プロセス統制」に関するモニタリング、改善勧告・改善支援に

ついては、経営企画本部経理部がその一部を担うこととする。

（６）当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定められているコーポレートガバナンス・コードに対応するため、「コーポレートガ

バナンスに関する方針」を定め、当社およびグループ会社の透明・公正かつ迅速・果断な意思決定ならびに実効性の高い経営の監督の実現を目

的としてコーポレートガバナンスを強化する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、取締役会で決議した文書規程および機密情報管理規程に基づき、文書または電磁的媒体により記録し、保存
する。取締役および監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社およびグループ会社に係わるリスクの監視およびリスクマネジメントの推進は、経営企画本部長を担当役員として行う。経営企画本部長
は、当社およびグループ会社のリスクの分析・評価を定期的に行うとともに、監視を継続し、その発生防止に努める。また、経営に重大な影響を及
ぼすリスクが発生した場合は、経営企画本部長が対応の責任者と体制を立案し、代表取締役社長の承認を得て直ちに発令する。当該責任者は、
速やかに対策を実行するとともに、リスクによる影響、是正の状況および再発防止策について、代表取締役社長および経営企画本部長に報告す
る。

（２）重大なリスクの内、コンプライアンスに関するものはＥ＆Ｓ委員会委員長を、安全衛生および災害に関するものは本部安全衛生委員会委員長
を責任者とする。また、日常的な事業活動に直結したリスクへの対応は、各事業本部長および本部長を責任者として実施する。その他、品質、環

境、情報セキュリティおよび輸出規制等日常的リスクへの対応は、それぞれの担当部署が実施する。

（３）経営企画本部長、各委員会委員長、各事業本部長および本部長は、リスクマネジメントおよびコンプライアンス活動の推進状況を定期的に取
締役会に報告するとともに、重大なリスクの発生、結果に関して適宜、取締役会および監査役会に報告する。

（４）リスクマネジメントの実施状況、改善状況のモニタリングは、監査室を責任部署として実施する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

次の経営管理体制・仕組みにより、取締役の職務執行の効率化を図る。

（１）取締役会は、取締役および執行役員への委嘱業務、組織の責任者（部門長、支社・支店長以上の管理職）を定める。

（２）取締役会は、長期ビジョン、中期経営計画および単年度事業計画を策定し、組織毎の目標・方針・重点施策を定める。また、当社およびグル

ープ会社の目標に対する月次・四半期での業績管理を行う。

（３）取締役会での決議を補完する意思決定の仕組みとして、経営会議および決裁・審査規程に基づく、決裁申請制度を設定する。

(４）経営会議は、意思決定を行うとともに、取締役会および経営会議での決議を迅速、かつ円滑に行うため、必要に応じて取締役会および経営会

議の決議事項の審査を行う。経営会議は、代表取締役社長、常務以上の取締役、経営企画本部長および代表取締役社長が指名する取締役・執
行役員で構成し、原則月２回、必要に応じて臨時で開催する。また、経営会議では、当社およびグループ会社の経営に係わる事項の審議を行うと
ともに、目標の達成状況、方針・施策の展開状況を月次・四半期毎にチェックし、乖離に対する是正を各担当取締役および執行役員に指示する。
また、監査役は、経営会議に出席することができる。

（５）決裁・審査規程の制定、改廃は、取締役会で決議する。また、取締役および執行役員の日常業務を効率的に行うため、決裁・審査規程に準

じる内規を定め、運用する。

５．当会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

次の体制・仕組みにより、当社およびグループ会社における経営および業務の執行の適正化を図る。

（１）当社およびグループ会社は、統一の策定大綱に基づく、中期経営計画および単年度事業計画を定める。

（２）グループ会社における経営全般の管理は、経営企画本部が行う。また、グループ会社毎に、当社の担当役員および主管部門を定め、中期経
営計画、単年度事業計画に基づく業績の達成状況およびリスクマネジメントの状況を定期的に把握するとともに、指導を行う。

（３）グループ会社毎に、取締役会を設置するとともに、当社より（非常勤）取締役および（非常勤）監査役を派遣し、経営、業績、決算およびリスク

の監視を行う。また、グループとしての意思決定が必要な場合は、当社の経営会議で審議するとともに、当社の取締役会、経営会議、もしくは当



社の決裁・審査規程別表「７．国内・海外関連企業に関する事項」に基づき意思決定を行う。

（４）グループ会社のコンプライアンスに関する取組みについては、本基本方針第1条第2項に記載のグループＥ＆Ｓ委員会において方

針を定め、具体策を実行する。また、グループとしての財務報告の信頼性を確保する体制に関しては、第1条第5項に記載の取組みの中で検討

し、整備を図っていく。

（５）グループ会社は、経営、営業、製造、リスクマネジメント等の状況を月次または四半期等、定期的に当社へ報告する。

６．監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、その使用人の取締役からの独立性に

関する事項ならびにその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）当社の監査役会は、専任の補助者を設置することができる。専任の補助者を設置しない場合は、監査役は必要に応じて監査室所属の特定

の社員に対して監査業務の補助を行うよう指示することができる。

（２）前項の指示により監査役会の監査業務の補助を行う社員は、その範囲において取締役から独立して補助の職務を行う。また、当該社員の人

事異動・人事評価等については、監査役の意見を尊重する。

（３）監査役会の監査業務を補助する社員は、監査役に同行して、代表取締役や会計監査人と定期的に意見交換する場に参加することができ

る。

７．当社およびグループ会社の取締役および使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

（１）当社の取締役および社員が適正に業務を執行していることが定期的に確認できるよう、監査役は取締役会への出席義務を有するとともに、

経営会議およびＥ＆Ｓ委員会等に出席できる。

（２）当社の監査役は、文書規程、機密情報管理規程およびその他規程の定めにかかわらず、監査業務に必要な資料等を常時閲覧できる。

（３）当社の取締役は、業務執行に関する重要事項について、取締役会、その他重要会議等を通じて適宜監査役または監査役会に報告する。

（４）当社の社員、グループ会社の取締役、監査役および社員は、法令および規程が定める事項に加え、コンプライアンス違反案件、係争案件、

重大なリスクの発生、会計・決算に関する事項等について、当社の各主管部署に対して報告する。当該部署は、当社の社員、グループ会社の取

締役および社員から受けた報告内容を必要に応じて監査役または監査役会に対して報告する。また、監査役の求めに応じて必要な報告を行う。

（５）当社は、前項に基づき、当社の各主管部署や監査役または監査役会へ報告した者に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱

いを行うことを禁止し、その旨を当社およびグループ会社の取締役および社員に周知徹底する。

８．その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保する体制

（１）監査役または監査役会と代表取締役社長との間で、定期的な意見交換会を開催する。

（２）監査役会は、会計監査人の選任および解任ならびに不再任に関する基準を定め会計監査人候補者を指名する。当社およびグループ会社は

会計監査人が高品質な監査を行うことができるように十分な監査時間を確保する。監査役、監査室および会計監査人は、相互に監査計画の確

認および懸念事項を共有し、連携を図る。

（３）監査役または監査役会は、必要に応じて監査室および監査法人と協議、意見交換を行う。

（４）監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上する。ただし、緊急または臨時に支出した費用については、事

後、当社に請求することができる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力排除については上記「内部統制システム構築に関する基本方針」の、「1．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合するこ

とを確保するための体制」に定めています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

情報開示の基本的な考え方と方針

基本的な姿勢

　クリタグループは、会社法および金融商品取引法等の情報開示に係る関係法令ならびに東京証券取引所の定める適時開示規則に従って情報
開示を行うほか、株主・投資家のクリタグループに対する理解促進に有効と思われる財政状態および経営成績等の財務情報ならびに経営戦略お
よび資本効率等に関する方針等の情報について積極的かつ公平に開示します。

情報の開示方法

　東京証券取引所の適時開示規則に該当する情報の開示は、同規則に従い、東京証券取引所の提供する「ＴＤnet（適時開示情報伝達システ
ム）」にて公開しています。公開した情報は、当社ウェブサイトにすみやかに掲載することとします。また、適時開示規則に該当しない情報を開示す
るにあたっても、適時開示の趣旨を踏まえて適切な方法により、正確かつ公平に当該情報が株主・投資家・投資家等のステークホルダーに伝達さ
れるよう配慮します。

将来の見通しに関して

　当社では、東京証券取引所に提出する業績予想に加えて、その他の方法により業績見通しに関する情報を提供する場合があります。

それらの情報は、作成時点で入手可能な情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいています。したがって、実際の業績はさまざま
なリスクや不確定要素により、これらと異なる結果になる場合があります。

開示体制

（１）情報収集・管理

　当社グループの会社情報（決定事実・決算情報・発生事実）については、経営企画本部長が統括責任者として管理しています。

　なお、重要な会社情報に関しては経営企画本部長が一元的に管理するとともに、緊急案件等のリスク情報を社長まで迅速に伝達する体制として
います。

（２）適時開示の判断

　収集した会社情報に関する適時開示の要否の判断は、経営企画本部長が行います。

（３）適時開示

　適時開示が必要となる情報等に関しては、社内規程による取締役会での決議または取締役会・経営会議での報告後に経営企画本部長が開示
を行います。緊急を要するものについては、適時開示の要否を経営企画本部長が判断し、取締役社長の了解を得て経営企画本部長が遅滞なく
開示を行います。

沈黙期間

　当社では、決算情報の漏洩を防ぎ、公平性を確保するため、原則として、決算期日の翌日から決算発表日までを沈黙期間として設定していま
す。この期間中は、決算に関する質問への回答やコメントを差し控えることとしています。ただし、この沈黙期間中に予想を大きく外れる見込みが
出てきた場合には、適宜情報開示を行います。なお、沈黙期間中であっても、すでに公表されている情報に関するご質問については対応します。

株主・投資家との対話を促進するための体制

（１）株主・投資家との建設的な対話を統括する責任者は経営企画本部長とします。経営企画本部長は、株主・投資家からの対話の要請に対して
自ら対話に臨むとともに、取締役社長その他の経営陣等と株主・投資家との対話の機会を確保し、株主・投資家にとって有益な場をつくるよう努め
ます。

（２）株主・投資家との対話を補佐する組織として、経営企画本部内にＩＲ・ＳＲの専任部署を設置し、ＩＲ・ＳＲ専任担当者を配置します。また、経営企
画本部長は、社内の重要な情報を把握・集約し適切に管理するため、企画部、経理部、ＣＳＲ・ＩＲ部内の担当者で構成されるＩＲ・ＳＲ連絡会を設置
し、定期的または必要に応じて情報を共有し、その管理にあたるとともに対話に必要となる情報の提供を行います。

ＩＲ・ＳＲ活動充実の取り組み

　経営企画本部長は、個別面談以外の対話の手段となるＩＲ・ＳＲ活動を統括し、ＩＲ・ＳＲ専任担当者が各種説明会や情報発信の充実等を企画・実
施し、株主・投資家との対話の充実を図ります。経営企画本部長は、毎年、取締役会においてＩＲ・ＳＲ活動の実績と計画を報告するものとします。

株主・投資家の意見の経営層へのフィードバック

　経営企画本部長は、取締役会に対して、対話を通じて把握された株主・投資家の意見や懸念のフィードバックを定期的または必要に応じて行い
ます。また、ＩＲ・ＳＲ専任担当者は、面談の議事録を面談実施後速やかに作成し、取締役、監査役および執行役員が常時閲覧できる環境を提供し
ます。

インサイダー情報の管理

　当社は、法が定める内部者取引の未然防止のため、「株式等の内部者取引の規制等に関する規則」を定めており、株主・投資家との対話におい
てもこの規則の遵守に努めます。
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取締役会
監査役会

監査役
会計監査人

監査室
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・各種委員会
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選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査 連携

連携 連携
監査

決議
選任・監督

付議・報告

報告

指示

監査報告

内部監査

会計監査・内部統制監査

[業務執行]

監査役会設置会社

取締役社長

経営会議

付議・報告

指名・報酬諮問会議

諮問

答申



適  時  開  示  体  制 

 

＜情報収集・管理＞ 

 

                     報  告 

 

 

情報収集  報告          情報収集  報告 

 

 

 

 

 

＜適時開示の判断＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜適時開示＞ 

 

 

 

 

 

 

 

※緊急の場合は、経営企画本部長判断 

（後日、取締役会で報告） 

適時開示が必要な情報 

決定事実・決算情報・発生事実 

取締役会決議 取締役会・経営会議報告 

経営企画本部長が適時開示 

経営企画本部長 

会 社 情 報 

経営企画本部長が判断 

適時開示が必要な情報 

 
当社各事業部門・管理部門・

研究開発部門 

会 社 情 報 

グループ会社 

会 社 情 報 


